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平成 31年 3月 14日 判決言渡 尚白原本領収 裁判所書記官
平成 ?9年 (フ )第 11667号  損害賠償請求拳イ牛
日頭弁論終結日 平成 30年 12月 7日       |

判        決

原        告   上  脇
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主 文          ,
1 被告は,原告に対 し, 5万 506o円 及びこれに対する
1平成29年 7月 10日 から支払済みまで年5分の割合によ
る金員を支払え。

「  2 原告のその余の請求を棄却する。
3 訴訟費用はこれを20分し,その19を原告の負担とし,
その余は被告の負担とする。   イ

事 実 及 び 理 由

第 1 請求  :

被告lま,原告に対し, 111万 9809円及むこれに対する平成29年 7月 1
0日 から支払済みまで年 5分の割合に|る全員を支払えを

第2 事案の概要

1 事案の要旨       :                 ヽ

辱告は,平成 29年 5カ 10白付イナで,近畿財務局長に対し,行政機関の保
有す0情報の公開に関する法律 (以下「倍幸民ノム`開法」といぅ。)に基づき,国
が学襟法人森友学園 (以下「森友学園」と↓ヽう。)1こ賃貸し,その後,売 り払
つた大阪府豊中市所在の土地 (以下「本件土地」といっ9)に蘭する「賃貸契
約時までに提出された小学校の設立趣意書」等の開示請求 (以下「本件開示請
求Jと いぅ。)を したが,近畿財務局長は,同年″月キo日 付けで,本判決別
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糧
「開成小学棟設置趣意書」 (ゑ十「本件設置趣意書」という。)の表題の一
部 (小学校名)及び本文部分 (以下ぅ併せて「本件不開示部分」という。)に
つ
ィ
｀
ては同拳 5条 2号イ所定の不開示情報が記録されてぃることを理由に一部

否開示決牢 (以下「本件不開示決定」といぅ。)を した。

本件は,原告が,近畿財務局長が本件不開示部分を不開示としたのは菌家賠
償法上違法であると主張して,同法 1余 1項に基づき,被告に姑し,損害賠償
として l11万 9800円友びこれに対する違法行為である本件不開示決定が
された上調日から支払済みまで民法所定?年 5分の割合による遅延損害金の支
払を求める事案である。

前提事実 (当事者間に争しヽがない事柔,各項掲講の証拠及び弁論の全趣 旨に
より容易に認められる事実並びに当裁莉所に顕著な事実。,以下,書証番号は特 I

に断らない限り枝番号を含む。 )

(1)森友学園等

ア 森友学園は;私立学校法に基づ吉諜立された学校法人でゎり:本件ホF銅
示決定当時,塚本効稚園幼児教育学園 (以下「塚本幼稚園」とぃう。)を設
:置 う管理していたも

森友学園の理事長は,平成29年 3月 16耳 までは籠池康博 (以下「籠
坐前理事長」という。)であらたが,本件不開示決定当時は籠池千浪であぅ

た。

また,本件不開示共疋
~当
時,籠池前理事長が理事長を務める学校法人籠

池学園は,開成幼稚園幼児教育学園を設博。管理してぃた。(黙上につき,
乙4, 12)

イ 森友学国は,国有地であった本件土地上に小学校 (以下「本件小学校」
という。)を設置することを計画し,国 (契約担当官・近畿財務局長)と の

間で,平成27年 5月 ,本件上地にっいて?賃貸借契約を締結し,さ らに,
平成28年 6月 20日 ,国から同土地を買ャヽ受けた (甲 15,弁論の全趣
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日 )。

ッ 森友学園は,平成26年 lo月 31日 ,大阪″知事に対し,本件小学校
の設置認可を申請し,その後,その名称を「開成小学校」から「端穂の園
記念小學院」に変更し,平成29年 4月 の開校を目指して,未件土地上に
校合の建設を進めてヤくたが;同年 2月 ,森奈学園が政治家の関与により本
件土地を不当に妾く購入したあおは全ぃかとの疑惑が報道され;それ球降,
この問題が国会で取り上げられるなどしたと

容友学園は,同年 3月 lo日 ,上記設置認可の申請を取り下tヂるととも
1と 1同F13日 ,それまで開設していた本イ牛小学校に関する本―ムページ
を閉鎖し■。(以上につき,甲 15,■ 7, lo, 11, 14, 15)
工 森友学園は,平成 29年 4月 21日 ;大阪地方裁判所に対 し,良事青生
法に基づく再生手続開始の申立てをした。

f同裁判所は,同が28日 ,森友学園につき1再生手続開始の決定をし,i
疋田淳弁護士を管財人 (以下,単に「管ィ人」といぅ。)に澤任したも (以
上にっき,甲 15,乙 1,4)

(2)本件不開示決定等

ア 原告噂,平成 29年 5月 11日 ,情報公開法に基づき,近畿財務局長に
対し,明示を求める行政文書を本牛土地に関する「賃貸契約毒までに提出｀
された小学校の設立趣意書」等としてす本件開示請求をした (申 1)。

イ f畿財務局にゃける米裁文書め代決及び決裁の委任に関する規則 (平成
13年近畿財務局訓苓第 5号。乙20)19条 , 20条 1項及び別表第 1
「各課共通関係」Ⅲの1により,近畿財務局長による情報公開の開示決定
等に関する通知に係る決裁は近畿財務局総務部長に委←されているとこあ!
当時近畿財務局総務部長でぁった岸山敏浩(以下「岸山総務部長」といぅ。)
は,本件開示請求の対象となる文書を「普通財産時価貸付決議書のうち,
学校法人森真学園とめ賃貸契約書,小学擦の設立趣意書」と特定した上で,
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賃黛契約書のうち契約相手方の印影及び署名;本件設貫趣意書のうち本件
不開示部分については,情報公開法,条 2号イ所定の不開示情報が記録さ
れていることを理由に一部不開示とする旨を決裁した。

近畿財務局長は,平成29年 7月 10日付けで,原告に対し,本件不開
示決定をし,その旨通知した。 (以上につき,甲 2)        !
ウ 原告は,平成 29年 16月 2日 ,本件不甲示決定の取消しを求める訴え
(以下「別件訴訟」という。)ど提起した。

.(3)本
件不開示決定の撤回に至る経緯等

ア 管財人ぃ,平成29年 lo月 ro日 ,大阪地方裁判所に対し,森友学園
の再生計画案を提出した (乙 16)。

イ 1管財人はi近畿財務局からの照会を受けて,平成 29年 11月 14日 付
けで,近畿財務局長に対し,森友学園が小学校を開設することがなくなら
たことから,本件設置趣意書を開示することにより森友学園の正当な利益

を害するおそれは存在しなくならた旨々記載した意見書を提出した(甲 6)。

ウ 近畿財務局長は,上記意見書の提出を受けて,平成 29年 11月 2o日
付けで1本件不開示決定を撤回し,原告に対して,本件設置趣意書の全部
を開示する旨の決定をした (甲 4,乙 2)。
工 原告は,平成 30年 1月 19日 ,別件訴訟につき訴えを取り下げた。
3 争Jく

前記前提事実によれば,本体不開示共
=は
近畿財務局内部の規則に基づき近

畿財務局長の委任により岸山総務部長が決裁をしたものであるところ,原告の
本訴請求は,その根拠たる違法行為として岸山総務部長の決裁行為を含むもの

と合理的に解釈することができる (以下,近畿財務局長みび岸山総務部長を併
せて「近畿財務局長等」という。)。

本件における争点は,以下のとおりでぁる。

(1)近畿財を婦長等が本件不開示部分を不開示 としたことの国家賠償法上の違
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t 
法性 (争点 1)

(2)導畿蹴務局長等の故意 1追失の若無 (争点 2)

(3)損害の有無及びその額 (争点3)

4 当事者の主張

(1)争υ煮1(近畿財務局長等が本件不開不部分を不F幻示としたことの菌家賠償
法■の違法性)につぃて

(原告の主張)

ア 本件不開示部分記載の情報は情報公開法5条 2号イ所定の不開示情報に

該当しないこと

情報公開法5条 2号イにいう,公にするこ|により,当該法人等の権利,

募争■の地位その他正当な利益を害するおそれがあるか否かにつぃては,

それでれの法人等及び情報の性格に、じ下的確に判断されるがきであり,

単なる確率中な可能性ではなく,法的保護に値する蓋然性が求められると
ころ,以下のとおり,「開成小学校」との小学校名 (以下「本件小学校名」
という1)及び本件設置趣意書あ本文蔀分 (以下,単に「本文部分」という。)
の内容が公にされたとしても,森友学園の偏用や社会的評価が害される蓋
然性は認められないから,本件不開示部分調載の情報lま同号イ所定の不開
示情報に該当しない。

lアl 本文部分について

本文部分には,籠池前理事長の療真観等が列挙されてぃるにすぎず,
森友学園の経営戦略に関する情報等の記載がないことなどからすれ漆,

客観的に見て,経営上のノクテヽ.ウ として評価し得るものは全く含まれて
ヤ1度貴い。                                     ,

また,森友学園が設置・管理してぃた塚本勢稚自のホームページや本
件小学校のホエムペエジ1と本文部分1類似の記載が存在していたことか

らすれば,本東部分の内容は既に公にされてャ|た といえる
「
のであって,
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これを開示したとしても,森友学園の募争上の地位その他正当な利益を
害するおそれがぁったIと はぃぇない。

加えて,森友学園が,本件不開示決定時点 t手ゃぃて,既に本件小学校
の設置認可の申請を取 り下げていたこと等からすれば,本文部分記載の

情報はもはや法的保護に値する情報であうたということはできない。

り 本件小学校名について
情報公開法 写条 2号イは,公イ|する手とllよ り法人等?権利や競争エ
の地位その他正当な利益を害するおそれのある情報を保護 しようとする

ものであるから,既に多数の者に周知され,ぁ るい
′

は周知 し得る状態イと

置かれている情報は,同号イにいう不開示情報に該当しないといぅべき
ところ,券友学園の同二系列である学擦法本籠池学園が設置 。誉理し,
籠池前理事長が園長を務めていた幼稚園でlま ,Fテ胃成という名称が使用さ

れていたことに加え,開成という名称は歴史上の学校名として公知のも
のであることかぅすれば,本件小学校の名称が開成であることが公にさ
れたとしても,森友学国の競争上の地位その他正当な利益を害すること
などあり得ない。

そもそも,森友学園は,本件小学校の名称を「瑞穂の國記念小學院」
とすることを前撮として建設工事を行い,入学者を募集していたことか
らすれば,現実に本件小学校名を使用する可能性はなかったというべき
である。

したがつて,本件小学校名は法的保護に値する情報であったというこ
とはできなぃ。        |

イ 本件不開示部分を不開示としたことが国家賠償法上違法であること
会務員が処分要件の欠鉄した処分となることを予見しているにもかかわ
らず;必要な注意を尽くさず,ぁぇてかかる処分をすることは,漫然と職
務上尽くすべき注意を尽 くさずに行らた規範違反行為であり,国家賠償法
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上違勢の評価を受ける人きものである。そして,情報公開法が公文書の公

開を原則とし,不開示は例外としてぃることからすれば,不開示情報該当
性にっいては特に厳密に検討すべき|と が要求されているとぃぅことが

できる。                 ・

しかるに,近畿財務局長等は,本件不開示決定前の時点で第三者照会を
Ⅲ 行っていれば,少なくとも森友学園が本件設算趣意書に事業運営上のノウ
ハンに該当する情報を記載したと判断しているか否かについて容易に確認
|するェとができたのに,これを怠った。また,本件設置趣意書の内容や体
裁等 |々らすれば,何ら専門技術的な知識を要することなく;本件不開示部
分記載の情報が不開示情報に該当しないと判断し得たにもかかわらず,本
件不開示決定を行い,意図的にこれらの情群を隠し々 と評価せざるを得な
い。近畿財務局長等は,本件設置趣言書の内容を開示することで,本件土
地の売却に関する疑念に一層拍車が掛かるのを恐れて,本件設置趣意書の
記載内容を隠ぺいしたというのが真相である。

以上からすれば,近畿財務局長等の注意寿務違反は明らかであってす:近
畿財務局景等が本件不開示部分を示開示としたことには国家賠償法上の

違法性が認められる。

(被告の主張)

ア 本件不開示部分記載の情報は情報公開法5条 2号イ所定の不開示情報に
該当すること

情報公開法5条 2号イの「権利」とは,言法上の権利 e自 由のほか法律
上保護される権利を,「競争上の地位」とは,法人等の公正な競争関係にお

ける地位を,「その他正当な不1益」とは1生産楳術上又は事業運営上のクウ
ハウ,名誉や信用等のほか,法人の事業運営上法的保護に値する利益をい
うものと解され,開示請求の都度,これら々 害するおそれがあるか否かを
判断しなければならないところ,以下のとおり,本件不開示決定当時,本
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件不開示部分記載の情報を公にすれば,森⌒学園の競争上の地位や事業運
営上法中保護に値する利益等を害するおそれがあったとぃぅべきであるか

ら,これらはいずれも情報公開法 5条 2号イにィ|う 不開示情報に該当する。

岬 設置樫意書の性質等
「

学校の設置趣意書は,一般的に:設置する予定の学校の教昔理念,教
育目的l教育目標,教育内容及びこれらを実環する方策等の情報が記載
されるものでゎるところ,学校法本が謝置する私立学校の経営を安定的
に行つていくためには,児童・生徒を一定数確保し続けることか必須の
条件となること,入学を検討する児童やその保護者は,その学校の教育`

理合,教育方針及び教育内容といった点に最大の関心を置くもあである
ことからすれば,これらの情報

'ま

学擦法人における経営戦冊各に関する情

報|い うことができる。そして,?子化が進み児童 ,生徒の獲得が困難
になった現代社会におしヽては,学校法人の学棟経営を支える根源的な情
報としてふリー層重要性を増しているといえるから,学校法人の蓬営。

導営上のノウハウとして評すべきものである。

加えて,4令上,設置趣意書自体の公開は義務付けられておらず,認
可申請が取り下げられれば,その全容が明らかにされることはない。
それにもかかわらず,学校法人の意思によらずして,設置趣意書に記
載された情報が拡散された場合,それが一因とならて,他の学校法人と
の間における競争上の地位が不当に脅かされるおそれがあるというべき
である。

lイ)本文部分について

本文部分は,森友学園の独自の知見イ1基づいて作成されたものであり,
記載内容全イ本が一体として森友学菌の教育理念,教育方針;教育目様 !
目的及び学校運営上の特色等を示すものとなつているから:これらの情
報は森友学園め学校法人としての経営普略に中する情報であって,森友
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学園の経営 e運営上?ノ ウハゥと評すがきものである。

そして,森友学園は,本件不開示決定時までに,本件小学校の設置認
可の申請を取り下げ,再生手続開始決定を受けていたものの,籠池前理
事長が「またチャレンジする。」と述べた旨の報道がされていたこと等か

らすれば,本件小学校を設置する可能性は消滅していなかったとぃぅこ
とができるも

'

しかるところ,森友学園が小学校を設置して学校経営の市場に参入す
る以前に本文部分記載の情報が公にされてしまえば,本文部分のキーフ
ードを用いるなどして,これを模倣して児童の募集を行う学校法人が出
現する可能性を否走し得ず,その場合,森友学国は他の小学校との差別
化を図ることのできる特性を事実上失い,本文部分と同様の教育目標等
を猾げる小学校を設置して児童を募集したとしても,本来確保すること
ができる児童数が減少|,市場における競争上の地位が不当に害される
おそれがあった。

したがつて,本文部分記載の情報を公にすることは,森友学園の権利,
競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあったとぃぅべきでぁ

り,靖報公開法も条?号イ所定の不開示情報に該当する。
原告は,森友学園が諜置。管理していた塚本幼稚園のホーふページや
本件小学校のホームペエジに本文部分と類似の内容の記載が存在してぃ

たことからすれば,一 本文部分記載の情報は既に公にされていたなどと主

張するが,塚本幼稚園は小学校ではないから,そのホームペエジ上に本
文部分そのもの,あるいはこれと同趣旨の内容が掲載されていたとは考
え難い (なお,本件小学校のホィムポエジは,本件開示請求及び本件不
開示決定当時,既に閉鎖されており,近畿財務局長等においてその内容
を知る術はなかっためでぁるから,原告の上記主張は,少なくとも,国
家賠償法上の違法を基礎付ける事情としては,理由がない。)。
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(ウl 本件小学校名について

a 私立小学校の名称を示す標章は,商標登録が認められる蓋然性のあ
る標事であるから,一般的に法的保護に値する情報であることは明ら
かである。そして,本件不開示決定時,開成小学校という名称が商標

華録されていなかったことからすれば,本件小学校名を公にした場合 ,

仲の学校法人により同名称が使用されあるいは商標登録されることに

より,森友学園が競争上不利な地位に立たされる可能性があった。
b また,児童やその保護者が複数あゃ小学校の候補から入学する小学
校を決定する■で,教育理念や教育内容の他に,その小学校の名称に
よつてもたらされる印象もす般中に重要な考慮要素となり得るから;

新設する小学校を如何なる名称にすoかに学校法本の経営戦略に関す
る情報としてあ性質を有するものであり,少子化が進み児童の確保が
一層困難11なった現代社会におぃては,法的保護に値する情報という
ことができる。

加えて,本文部分には,森友学国の学襟運営上の模範とすべき歴史
上の教育機関として「開成校」が挙げられてゃり,このような学校設
立?趣意を反映させた本件小学校名は,本文部分と下体となって,森
友学園の経営戦略に関する情報を構成するものと評価することができ

る。

それにも々 かヽわらず,本件小学校名を公にした場合,森友学園の事
業運営上法的保護に値する利益を害するおそれがあった。

C Iたがつて,本件小学校名は情報公開法5余 2号イにいう不開示情
報に該当する。

原告は,森友学園が本件小学校の名称を「瑞穂の園記念小學院」と
して開学準備を行っていたことなど々理由に,今後,森友学園が開成
小学校の名称を使用して小学校を設葺する可能性はなかった旨主張す
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るが,本件小学校の名称が「瑞穂の国記念小學院」であったとしても,
それ秋に,今後,1森友学園が開成小学校?名称を使用して小学校を設
置する可能性がな分ったことを意味することにはならないから,原告
の上評主張は理由がない。

イ 本件不開示部分を不開示としたことが国家賠償法上違法との評価を受け
るものではないこと

lアl 上記アのとおり,本件不開示決定の時点では,本件不開示部分記載の
情報は,情報公Fテ月法5条 2号イ所定の不開示情報に該当していたとぃぇ
るから,本件不開示部分を不開示と|た ことが国家賠償法上違法との評
価を受けるものおなぃことは明らかであるど   |

lイ)仮に,本件不Fデ月示部分記載の情報が上記不開示情報に該当しないとし

て|,以下のとおり,これを不開示と|たことが国家賠償法工導法と評
価されすることにはならない。                .
すなわち,法人の事業運営上のノウハィに該当する情報が開示請求の
対象となっ■文青に含まれているか否かを判断するためには,各事業分
野における高度な専門技術的知識を要するもう奉あって,直ちに読白に
判断することが可能なものではない々らゝ,必ずしも各事業分野に通じモ
いるわけではない処分行政庁が情響公開法上の限られた期間内において,
これを正確に判断することは極めて四難であるとしたがってぅ結果的

'こ
上記不開示情報に該当する情報と認められなかったことをもって少:これ

に該当すると判断した処分行政庁の判断が直ちに職務上の注意義務に違
反して漫然と上記判断を行つたと評価されるものおはない。

!本件不F珂示決官にっいてみても,f善財務局長等は,上記アのとおり,
本件不開示部倉記載の情報が森友学園の事業運営上0ノ ウハウに該当す
る情報であり,これを公にすることにより,森友学国の権利,競争上の

単位その他正単な利益を害するおそれがあった1判断したものであって,
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その判断過程には合理性が認められるから,職務上の注意義務を尽くさ
ずI手漫然と本件不開示決定を行ったと認め得るような事情がないことは

明らかである。

(ウl 原告は,近畿財務局長等が,本件不開示決定をする前に,情報ノム`開法
13条 1項に基づいて第二者照会を行うべき!でぁぅた旨主張するが,同

■Ⅲぅ開示請求に係る行政文書に不開示情報が記録されているか否かを

判断する権限を行政機関の長に付与しているのであるから,開示請求に
係る行政文書の作成者が第一次的に不開示情報該当性を判断すべきでぁ

ることを前撮とする原告の主張は諜りであゃとぃわざるを得なし′ヽ。また,
同項は,第二者の権利利益の適正な保護を図るために,必要な調査の下
1環 として設けられた手続規定である力|ら ,情報公開請求を行った者 との

関係で,同項に基づく措置をすることが職務上義務付けられていると解
する
｀
ことはできず,原告の上記主張は理由がない。

(2)争どヽ 2(近畿財務局長等の故意・過失あ有無)につし`て    |
(原告の主張 )

上記(1)(斥告の主張)の事情に照
々すば,近畿財務局長等には,米件不開

示部分々不開示 |したことにらき,故言又は過失があったと認められる。
(被告の主張),      |

争 う。          、 ―

(3)争 J点 3(損害の有無及むその額)について

(原告の主張 )

原告は,本件不開示決疋~により,本来開示されるべき情報の開示を受ける
ことができず,①精神的損害 (金銭に換算すoと loO方円),②別件訴訟
を提起するたっの貼用印糧代相当額 (1万 300o円 )及び郵券代相当額 (5
000円),③本件訴訟を提起するための弁護士費用相当額 (1l o万 180
0円 )の損害を被ったと

20
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15 第 3

1

20

(被告の主張)

争 う。

近畿財務局長は,原告が別件訴訟を提起した時点から間がない平成 29年
11月 20日 には本件不開示決定を撤回した上で,原告に姑する開示決定を
しており,原告は,これを受けて,同月 24日 には本件設置趣意書の写しを
取得し,その後,月1件訴訟の訴えを取り下げたことを考慮すると,原各に金

銭によって慰謝すべき精神的苦痛が生 |た ものとは認められない。

事た,別件訴訟を提起するたあの貼用FF紙代及び郵券代は,訴訟費角負担
確定?裁判によらずしてこれらの給付の訴えを提起することは許されないも
のでゎるし,本件訴訟を提起するための弁護士費用についてみても,本件訴
訟が「国有地低額譲渡の真相解日月を求める弁譲士・研究者の会」の活動とし

て公表されていることからすれば,原告が本件訴訟代連天弁護とらに封して
本件訴訟の弁護士費用を現実に支出してぃるかは堤問であるといわざるを得

ない。    1 ・

当裁判所の判断

争′煮1(本件不開示決定の国家賠償洛上の違法i陛)にっいて    |
(1)情報公開法5条 2号イ所定あ不開示情報にういて

情報公開法5条 2号イは,法人等に関すo情報又は事業を営む個人の当該
事業に関する情報のうち,「公にすることによりす当該法人等又は当該個人

の権利,競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあるもの」を不開
示情報とする旨定めてぃる。そして,|れに該当すると認められるためには,

単に当該情報が通常他人に知られたくないといぅだけでは足りず,当該情報

が開示されoこ とによって,当該法人等の権利,競争上の地位その他主当な
利益を害するおそれが客観的に認められることを要するというべきであり,

上記ゃそれは,単なる確率的な可能性では足りず,法的保護に値する蓋然性
が必要であると解するのが相当である。

25
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(2)不開示情報該当性にっぃて

ア 本文部分について

lアl 本文部分の記載内本を見ると,冒頭で,「 日本人の一番大好きな景色」
又は「なつかしぃ風景」として; 日本古来の原風景ともいうべき景色を
抽写した上で (第 1段落), 日本人が自然と結び付いた宗教観を有して
きたことなどを「日本人の感性」であるとして素晴らしいと評価し (第
2段落),各時代.の教育機関たおいて「人間教育」が行われ,明治期の
「開成校」等が偉人を輩出した歴1等にういて記述してぃる(第 3段落)。
次に,「全体を見て動く律儀さ,礼節を守り,本のことを自らのことの
ごとく思い,ル■ルにのっとちて動く」ことを「原日本人の特質」とし
て挙げ,「極楽浄土的π生観」,「武士道l,「佗び,寂び的な道」,
「していいこととしてはならね事を律する道」等から「日本人的考え方,

牛き方」が生まれてきたなどと記述している (第 4,第 5段落)。 続しヽ
て,太辛浮戦争稜について,日月治維新時の日本人に対する好意的評価と
対時させる形で,「経済一辺倒j,「拝金主義的,i利己的な下賤な人た
ちを増殖せしめた」などと否定的に評価し (第 6段嫁):太羊洋致争の
敗戦が「健やかに成長してきた日本人気質をゆかめJ'(第 7段落),同
ダく交淳により「酉欧化 。アン少占サクノン的文化共産主義文化にまみれて

きた」などと記述し (第 8段落)., その上で, Tこ 手で重要なのは!原
、日本人を復活杢せ, 日本文化の再生であり,教育の再興でぁる。」と結
論付けてぃる (第 0段落)。 さらに,我が国?現状にらぃて,「国家と
しての品格を落とし:国民の道徳お翠廃,自民と|ての自党の欠女日など,
日本人ゅすばらしき精神性がもろくもくずれさり」,「味党政治の堕落,

事怜家としての資質の慈1ヒ,他民券に曲まれた国としての危機誉理の欠
落」などと問題を指摘し,「現在の大人達は (中略)将来の担ぃ手であ
る子供達の育成に心血をそそがねばならない」としている(第 lo段落)。
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: 
必上の記述を前提として,本文部分の後半では,「学校法人森友学園
は,J立 60年の歴史の中で (中略)学校■人としてゅ幼児教育に他の幼
稚園に先駆けて道進してまいりました。 (中略)幼稚国の中で唯下の歴
史と伝統勢育力)キ ュラムを実践するうちに,幼児の成長した受け皿が
必要で,その受け皿の中でさらにひと際の人間的成長 (中略)に誘う真
の初等教育機関を自らの学園とし下開設する運びとなうた。」 (第 11
段落),「この開設により足下の地域社会への貢献とともに, 日本人を
意識しつつ,アジア人として世界貢献できる人材育成期間ができたこと

|こ
なると学力・人格とも優れた人材育成だは都会のギにありながら郊赤

思々わする広いロケーションの中で校合やグランド,本校の特色である
生活環境の場としその諸施設が想像力を豊かにする自然をめぃっぱぃ配

置し,地域の公園や地域の文教施設とィ体化した (空白)と しての立ち

位置となる。」 (第 12段落),「教師Ⅲ冷れんばかりの情熱を以て子
どもたち一人ひとりと向き合い長所を見開き;個性を伸長するのが使命
であるも算数力▼国語力・,歴史 :道徳。自然。これも結果を知るのでは

なく,なぜ,こ ぅなったのかという,プロセスとこぅぃぅ方法であれば,

どうなったのであろうと考えることが,これからの日本にとって最重要
となります。」 (第 13段落),「我らは日本国の存在さらには発展と

|も にそのためには下人す人の日本国民としての自覚を持ち,大いなる
志々もつて青少年の教育に邁進することを決言した。」(第 14段落),
「孝行 :忠節 !和順 L友愛 。信義・勤学

:・
立志・誠実・仁慈・礼譲。倹

素・答耐・廉潔・欲智・剛勇 l公平・度量・識断・勉職を教育の基本に

おき,国家国民の為になる国民としての人材開発に主力をおき国際貢献
をも視野に入れながら幅広い活躍ができる日本国民をそだてあげていき
たい。」'(第 15段落)な どと記述している。

lイ)以上のような本文部分の記載イとよれば,｀ 本件設置運意書においては,

15

20

25

-16-



5

従前より,塚本幼稚園において日本の歴史や伝統を重んじる保守主義的
な政治思想・政治信条に根差 した幼児教育を実施 してきた森友学園が ,

更に同様の教育理念に基づく初等教育を実践するための機関として,本
件小学校を開設しようど決意したとぃぅ,本件小学校設置の経緯 。目的
が明らかにされるとともに,本件小学校において如何なる人材を育成し
ようとするのかとぃう教育方針・教育目標が日月らかにされていると評価

することができる。その点において,本文郡分には,本件小学校の経営
に関すo森友学園独自の知見や考え方が示されている|い うことができ,
学棟法人として9経営戦略に蘭チる情報との側面が全くないとはぃぇな

もつとも,■ゃらの記載は,全体として,概括的かっ抽象的なものに

|ど |つており,教育速念や教育目督を実朔するため9具体的な教職員
の菩勢■教育設備が記載されているものでもュ独自のカリキュラムや指

導方法が記載されているものでもなく,小学校の運営
。経営上り/ゥハ

ウと評何すべきものは含まれていない。       「 _

また;上記のとおり,森友学園は従前より塚本卯稚園において幼児教
育を行ってきてぉり;本件小学校ではそれと同様の教育翠念に基づく初
等教育を寿践しぅょうとしていたとぃぇることに加え,証娩 (串 14,乙
7, 11, 14, 15)に よれば,森暮学園は,平成 29年 4月 に本件
小学校の開設を予定し,同小学校の本―ムポージを開設するなどして,
児章の募集等を実施してぃたことが認められ,これらの事情からすれば,

森友学園は,本件設置趣意書の記載と口様の内容ないし程度には,その
教育理念や教育方井等を公表し,本件小学校の特色として宣伝しそいた
ものと有えられる (なお,こ の点に関し,被告は,森友学薗が本件処分
時までに本件設置趣意書の本文を示‐ムページに表記したり,小学校の
児童募集において使用したりした形跡はうかがゎれない旨主張するが,

10 い 。
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本文部分全体がそのまま公表されていなかったとしても,その要素であ
る教育方針等は,児童募集等に当たちて当容に公表されていたと考える
のが自然である。)。

以上によれば,本文部分の内容は,そ もそも,学校法人としての経営
戦略に関する情報としては概括的 |々つ抽象的なものにとどまり,小学校
の運営・経営上のノラ六ゥとぃぅべきものではない上,その程度の情報
は,既に,実質的に公にされていたと認められるから,これが公にされ
た場合に,森友学園の権利,競争上の地位その他正当な利益が害される

輩然性があったなどとは到底いえない。

lウl 以上に対し,被告は,本文部分に記載された情報を明らら、イとすれば!

容友学園が小学襟経営の市場に参入する黙前に,そこに記載されたとこ
ろを模倣して児童の募集を行う学校法人が出現する可帯性が否定できな
いなどと主張する。しかし,そもそも,前記前提事実(1)ゥ及び工によれ
ば,森友学園は,本件処分当時,野に本件小学校の設置認可の申請を取
り下げていたほか,再生手続開始の決定もきれていたとぃうの奉あるらゝ
ち ,森友学園が,将来的に本件小学校と教育理念や教育方針等を同じく

｀

する
Jヽ学校を設置 |よ ぅと試みる現実的な可能性自体が,相当に低くな
つていたと考えられる。また,我が国においては,公立の小学校におけ
る教育は無償で行われること等を背景に私立の小学校数が少ないことは

公知の事実というべきでぁり,そ うでぁれば,新たに小学校を設置しよ
うとする学校法人もおのずから限られてくるものと考えられ,本件にお

vヽても,本件Jヽ学校設置予定地周辺ないし塚本勢稚園周辺で私立小学校
の設置を計画していた者が存在してぃたこと々うかがわせる事情は見当

た,ない。加えて,本文部分の記載内容からすれば,本件小学校におけ
る教育理念や教昔方針等は,森麦学園ないし等池前理事長個人の保守主

姜的4政治思想 ,,政治信条に根差した教育を実施することを中核とする
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ものと評価することができ,こあよっな`教育理念や教育方針等の内容に

照らせば,これを模微して新たに小学校を設置しようどする他の学校法
人が現れるとはにわかに考え難く,仮にそ9可能性があり得るとしても,
抽象的な可能性にとどまるというべ吉であり,そのような可能性がある
ことをもって,法的イ呆護た値する蓋然性があると評価する余地はなヤてと
VIわざる.を得ない。したがって,被告の上記主張lま採用することができ
!ない。

l工l 以上によれば,本文部分記載の情報は情報公開法5条 2号イ所定あ不
開示情報に孝当しないことが明らかとぃぅべきである。

イ 本件小学校名について

lアl 小学校名は,小学校を設置しようとする学校法人が,他校との識男ll化

等を甲るために慎重に選択するものでゎり,学校法人としての経営戦略
に関する情報に該当することは否定し得なぃとしかし,‐般た,あえて
私立の小学棟に入学しようと希望する拝童やその保護者は,学校の名抹
より教育理念や教育環境等を重視するものと考えられ,学校名が学校選
択に当■っての重要な判断要素になるとまでは考ぇ難ぃ (既存の学校が

｀

その実績等によって高く評価され,そのことに伴い,学校名自体が一定
の価値を有するに至っているとい?た特段の事情があればともかく,少
なくとも,本件にぉぃて,そあょぅな事情は認あられない。)。 また,
日Ⅲ妻前提事実(1)ァに力Fえ ,証拠 (甲 4, lo,乙 13)によれば,本件
小学校名は東京大学ゐ前身たる日月治期の閉成学校に由来し,籠池前理事
長が響事長を務ある学校法人籠池学園が詳耳していた幼稚園も「開成」
との名称を使用していたことか誌,られるほか,「開成Jと の名称を使用
した学校が他にも存在することは公知の事実ということができ,これら
の事情からすれば,「開成」といぅ名称 学々校の名称として使用すること
に特段の独自性や日新しさはないといぅことができる。そうすると,本

10

15

20

25

-19…



10

件設置趣意書における本件小学校?名称が「開成小学校」とされている
との情報自体,森友学園にとって殊真に秘密にすべき情報であらたとは
考え難い。

さらに,上記のとおり,新たに小学校を設置しようとする学校法人自
体が限られ,本件においても本件小学校設置予定地周辺ないし壕本幼稚
園周辺で河ヽ学校の設置を計画していた者がいたことをうかがゎせる事情
も見当たらない。

以上に述べたと二ろからすれ減,本件小学校名を公にした場谷 1と ,こ
れを知った他の学校法人等が先んじてそれを使用 し,xは商標登録をす
るなどして,森友学園による上記名称の使用ヂ妨げられるとしヽった事態
に至ゃ可能性自体が抽象的なもあにとどまってぃたといぇる上,仮にそ

?よ うな事態に至ったとしても,そのことによって,森真学園の競争上

?地位が害されることになるとは到底考たられなからたとぃゎぎるを得
ないと       `                  十

したヂつて,本件小学校名は,情報公開法写条 2号イ所定の不開示情
報に該当しない睾とが明らかとぃぅべきでぁる。  |

lイ)なお,被告は,今後,森友学菌が「開成小学校」の名称で小学校の設
置 再々び誰画する蓋然性があぅたことを前提に,本件小学校名は不開示
情響に該当する旨主張し,岸山総務部長も,籠池前理事長の発言や人物

i像を理由に,森奈学園が既に本件小学校の設置認可の申請を取り下げ,
再生手続開始の決定を受けていたことからすれば,今後「瑞穂の國記念
小■院Jとの名称で小学校を開設することは薙しくなり,「開成小学校」

?名密を使用する一定程度の蓋然と些があったなどと証言するが (岸山証
人23, 24, 39, 40買),籠池前理事長が既に理事長の地位から
還←している森友学園が,再生手続を経た後にも,禾件小学校のイ反の名
称であった「開成小学校」の名称を使用して,再び小学校の設置を計画
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するといぅの

'ま

あくまでも抽象中な可能性にすぎないのであって,この
1 点

|こ
おいても,被告の主張は採用することが できない。

本|,停告は,本←小学校|は本文部分と一然となって森友学園の経
1  営戦略に関する情報を構成するなどと主張するが,本丈部分記載の情報
―が情報公開法5条 2号イ所定の不開示情報に該当しないことはぅ上記ァ

におィ|て説示したとぉりであるから,被告の上記主張はその前提を欠く
ものとして採用する余地がない。

ウ 小括

以上によれば,本件不開示部分記載の情報

'ま

,情報公開法 5条 2号身所
定の不開示情報に該当しない。

(3)近畿財務局長等が本件不開示部分を不開示としたことの歯家賠償法上あ違
法性について

ア 情幸艮公開浩に基づく公文書め不開示決定に取 り消し得べき瑕疵があると
しても,そのことから直ちに国家賠償法 1条 1項にいう違法があったとの
評価を受けるものではなく,公務員が職務上通常尽 くすべき注意義務を尽
ぐすことなく漫然と上記決定をし牛と認め得るような事情がある場合に

呼り,■記評

“

を受けるものと解するのが相当苧ある (最高裁判所平成 1
8年 4月 20日 第一小法廷判決・集民 226,与 165買参照)。
イ 上記(2)で認定 。説示したところによれば,近畿財務局長等において,本
文部分の記載内容につき,小学校をめぐる二般的な社会の状況や,新聞報
道守に|って知り得る森友学園に関すゃ諸事情を踏まえ,健全な社会通念
に照←して合理的に判断しさえすれ

'ず

,本文部分を開示したとしても森友
学園の権利,競争上の地位その他正当な利益が害される蓋然性がなぃとの
判断に至ることができたということができる。また,本件小学校名につい
ても,公知の事実や容易に知り得る事情等に照らし,健全な社会通念に熊
ら|て合響的に判断しさえすれば,本件小学校名を公にしたとしても森友
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10

学園9権利,競争上の地位その他正当な利益が害される蓋然性が本いとあ

判断に至ることができたとぃぅことができる。    1
この,点は,確かに,被告が主張する|う に,学校の設置趣意書は,二般
的に,学校法人の運営 e経営上のノウハクが記載されることがあり得ると
いうJ性質を有するものといえるところ,情報公開法 5条 2号イ所定の不開
示情報該当性を判断するに当たって,文書として0-般的な性質を考慮に
本れることも

二定の合理性を有するものと考えられるから,事案によって
は,本来は上記蓋然性がないにもか々 |わらず,文書としての一般的な性質
を重視するあまり上記蓋然性があるも,1誤うて判断したとしても` む
を得ない士いうべき場合があり得るものと解される。しかし,本件設置趣
意書については,本件小学校の教育理谷等が概括的かつ抽象的に記載され

ているにすぎず,小学校の連営・経営上のノウハウというべきものは含ま
れておらず;その程度の情報は,児童?募集等|こ 当々 って当然に公表され
ていたと考えるのが自然である上,そ もをも,森友学園か将来的に本件小
｀
学校と教育理念や教育方針等を同じくする小学校を設置しようと試みる

.可能性自体が低く,また,:その教育理合等も森友学園ないし籠池前理事長

値l人の保守主義的な政治思想・政治信条に根差した教育を実施するとぃぅ

独特なものであり,これを模微する学棟法人との間で競争が生じる蓋然性

はなかったのであり,これらの事情からすれば,近畿財務局長等において,

■記不開示情報に該当しないとの判断に至るこ|は容易であったものと

イ う`ことができるbしたがって,設置響意書が上記のような一般的な性質
を有するからといって,本件設置趣意書につき上記判断をしたことか式oみ

を得な「いといぅことはできない。

被告は,情報公開法写条 2号才所定の不開示情報該当性を的確に判断す
るためには,各事業分野における高度な専門技術的知識を妻するとも主張
するが,本件不開示部分記載の情報が上記不即示情報に該当しないとの判
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断に至るために教育分野の専門技術的知識を要しないことは,既に述べた
ところから明らかでぁる。                  i
そ?他;被告は,本件不開示郡分評載の情報が上記不開示情報に該当す
ると判断した根拠として,森友学園が他校との競争関係にあったことなど
を指摘し,岸中総務部長もこれに沿う証言をする。し力|し ,本件において,

本件小学校設置予定地周辺や塚未幼稚園周辺に,啓立の小学校が複数設置
されていたとか,新たに私立小学校を設置しようとする学校法人があった
とかいった事情は認められず,被告の指摘する他校とは公立の小学校を想
定してい0ものと解されるところ,上記のょうな独特の教育理念等を有す
る■立の本件小学校と公立の小学校とが競争関係にあるなどとすること

自然に疑問があり得るし,少なくと
∫も,公立の小学校を設耳する地方自治

体が,本件設置趣意書の内容を模倣したり,森友学園iこ よる小学校設置の
｀
 妨げになるような行動をしたりするとはおよそ考ぇられないのであらて,
被告の指摘する事情が本件不開示部分 不々開示とする根拠とならないこ
とは,社会通念に照らして,明らかとぃゎざるを得ない。

|

以上によれば,近畿財務局長等は,何ら合理的な根拠がないにもかかわ
らず,本件不開示部分記載の情報が不開示情報に該当するとの誤つた判断
をしたものといわざるを得ず,職務■通常尽くすべき注意義務を尽くすこ
となく漫然と本件不開示決定をしたと認めるほかない。

したがつて,近畿財務局長等が本件不開示部分を不開示としたことにつ
いて,国家賠償法 1条 1項の違法がぁったものと認められる。
2 争点2(近畿財務局長等の故意・過失の有無)にもぃて    :
上記 1で認定。説示したところにょれば,近畿財務局長等が本件不開示部分
を不開示としたことにつき適失があると評められ,これを覆すに足りる事情は

見当たらない。   1

他方で,本件におぃて,近畿財務局長等が,本件不開示部分調載の情報が不

25
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開示情響に該当しないものと認識しながら,故意に上記判断をしたと誌めるに

星りる証拠はない。

, 争点3(損害の有無及びその嶺)について
(1)精神的損害 (請求額 100万円)について          モ

被告は,近畿財務局長が原告の別件訴訟提起から間もなく本件不開示決定
を撤回した上で,開示決定をしていること等を考慮すると,原告に金銭によ
つて慰謝すがき精神的苦痛が生じたものとは認められない旨主張するが,庶
告lま,本件不開示決定を受けたことにょり,別件苛訟を提導することを余儀
なくされたのでぁって,後に開示決定を受けたからといって,原告に精イ申的
損害が生じたことは否定し難い。

そして,本件事案の性質に加え,本件不開示決定から向決定を撤回するま
での期間が約4か月であること,被告が,森友学園の再生計画案が提出され
た後,比較的速やかに本件不開示決定を維持し得るか否かを精査するため,
管財人に対し,小学校設置予定の若冬等を確認するなどしており,近畿財務
局長等に原告の知る権利を蔑ろにす

.る

意図があうた|は認められないこと等

を総合考慮すると,本件不開示決定により原告が被らた精ォ申的書痛を慰謝す

るための全員としては写万円が相当である。

(2)男ll件訴訟に係る貼角印縦代及び郵券代相当額の損害 (請求額1万 8000
円)について   _

烈件訴訟に係る貼用印紙代及び郵券代については,別件訴訟に係る訴訟費
用に含まれるところ (民事訴訟費用等に関する法律 2条 1号, 3条,別表第
1・ 1項),別 件訴訟は原告による訴ぇの取下げで終了しているから,民事

蓄訟法 73条 1項の手続によってその負担者みび負担の額を確定すべきで
｀
ぁ

るも以上のような訴訟費用に関する民事訴訟法等?定あた照らせば,上記貼
用印紙代及び郵券代をもつて,違法な本件不開示決定によらて生じた損害に

該当するとして国家賠償請求をすることは|できないと解すべきでぁる。
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したがつて,原告の上記損害に凍る主張は,採用することができない。
(3)本件訴訟に係る弁護士費用相当嶺の損害 (請求額 10万 1800円 )Fにつ
いて

本件事案の内容,審理の経過及び上記(1)の認容額等を総合考慮すると, 5
090円 をもつて,本件訴訟に係る弁諄■費用相当額の損害と認めるのが相
当である。

株告は,本件蔚訟が「国有地依績譲渡の真相解明を求める弁護士。研究者
の会」の活動として公表されていることからすれば,原告が本件訴訟代理人
弁護士らに対して未件訴訟の弁護士費用を現実に支出しているかは疑間であ
―る旨主張するが,本件訴訟が上記活動あ‐環であるとしても,そ うであるか
らとぃって,本件訴訟代理人弁護士らによる,訴訟追行がボランティアであり,

F告がその弁護士費用の負担を免れているということはできないと
4 結論

以上によれば,原告の請求は, 5方 5,09o円凛びこれに対する本件不開示
決定の日である平減 29年 7月 10日 から車払済みまで年 5分の書1合による遅
延損害金の支払を求める限度で理由があるから,その限度で認容し,その余の
請本は審由がないからこれを棄去Πする|と とし,主文のとお り判決する。
大阪地方裁判所第7良事部

裁判長裁判官    松 永 栄 治

裁判官    森
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